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ⅠⅠ．我が国製造業の現状．我が国製造業の現状
１．製造業の生産動向（鉱工業生産指数）１．製造業の生産動向（鉱工業生産指数）
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【出所】鉱工業指数（経済産業省）

（2000年＝100,季節調整済）
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【出所】鉱工業指数（経済産業省） （2000年=100､季節調整済）

前月比＋０．２％
の上昇

○生産は緩やかな上昇傾向

・ ３月の鉱工業生産は、前月比＋０．２％と３か

月ぶりの上昇。業種別では、輸送機械工業、

電子部品・デバイス工業等が上昇し、一般機

械工業、電気機械工業等が低下した。

・ 先行きについては、４月は前月比＋３．８％

の上昇、５月は同▲０．５％の低下を予測。
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２．主要業種の動向２．主要業種の動向

１２月 １月 ２月 ０５／Ⅲ ０５／Ⅳ 04年度 05年度見通し（当初） 04年度
05年度 見通し
（当初）

製造工業 9983.9 1.3 0.5 ▲ 1.9 4.7 5.7

1270.5 3.3 ▲ 6.0 ▲ 1.5 4.8 5.4

半導体製造装置 130.3 ▲ 7.1 4.3 ▲ 9.1 - -
半導体製造装置
メーカー大手５社 5,251

5,604
(5,400)

482
500
(462)

金属工作機械 68.2 ▲ 3.0 ▲ 5.4 ▲ 5.2 - -
工作機械メーカー
大手６社 1,237

1473
( - )

56
83
( - )

土木建設機械 84.4 ▲ 3.1 1.3 2.0 - -
建機メーカー 　　　
大手４社 2,506

2,886
(2,685)

103
152
(118)

1623.8 1.9 0.3 1.6 2.0 3.5

半導体・情報通信機械等 1116.6 1.9 1.5 1.9 - - 総合電器大手９社 48,891
50,140
(49,960)

431
332
(480)

　 電子部品 507.2 1.1 ▲ 0.2 0.7 - -
電子部品メーカー
大手１２社 4,990

5,301
(5,230)

253
315
(314)

　輸送機械工業 1229.2 1.7 ▲ 2.0 1.0 4.8 5.7

自動車（乗用車・バス・トラック） 679.7 4.5 ▲ 4.2 1.3 - -
完成車メーカー 　　
大手７社 43,536

46,910
(45,370)

1,819
2,485
(2,163)

　鉄鋼業 440.3 ▲ 0.3 1.6 1.3 12.0 10.7 高炉大手５社 9,409
10,690
(10,710)

567
947
(786)

　化学工業（除．医薬品） 839.7 1.5 3.5 ▲ 2.6 9.0 11.2

石油化学製品 309.4 ▲ 1.0 3.3 ▲ 0.4 - - 石化大手６社 7,394
8,345
(8,212)

219
247
(268)

　パルプ・紙・紙加工品工業 316.7 2.4 2.3 ▲ 4.4 2.5 3.6 紙パ大手８社 3,792
3,843
(3,866)

68
85
(93)

　非鉄金属工業 197.6 1.0 ▲ 0.7 0.0 3.9 4.8 非鉄大手９社 6,021
6,748
(6,235)

157
243
(163)

　窯業・土石製品工業 432.6 ▲ 3.3 2.2 ▲ 2.4 5.2 4.7
窯業土石大手１２
社 4,660

4,794
(4,802)

184
159
(191)

　繊維工業 336.3 ▲ 0.2 1.9 ▲ 2.7 1.4 3.4 繊維大手１０社 4,223
4,473
(4,500)

122
150
(147)

　情報通信機械・電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ工業

売上高(十億円） 当期利益（十億円）

　一般機械工業

ＩＩＰウェイト
（10000分
表示）

生産指数
（季調済前月比　％）

利益率（％）
　　大手企業の業績

１月 ２月 ３月 ０５／Ⅲ ０５／Ⅳ 04年度
05年度見通し
（当初） 04年度

05年度 見通し
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製造工業 9983.9 0.0 ▲ 1.2 0.2 4.7 5.7

1270.5 ▲ 5.1 ▲ 0.2 ▲ 3.3 4.8 5.4
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(5,400)
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　化学工業（除．医薬品） 839.7 3.2 ▲ 3.4 ▲ 3.8 9.0 11.2

石油化学製品 309.4 1.5 ▲ 0.1 ▲ 10.6 - - 石化大手６社 7,394
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(268)

　パルプ・紙・紙加工品工業 316.7 2.4 ▲ 4.2 2.8 2.5 3.6 紙パ大手８社 3,792
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(3,866)
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(93)

　非鉄金属工業 197.6 ▲ 0.2 ▲ 0.4 3.1 3.9 4.8 非鉄大手９社 6,021
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(6,235)
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(163)

　窯業・土石製品工業 432.6 1.0 ▲ 1.1 1.3 5.2 4.7 窯業土石大手１２社 4,660
4,794
(4,802)
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　繊維工業 336.3 1.2 ▲ 2.1 ▲ 0.3 1.4 3.4 繊維大手１０社 4,223
4,473
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122
150
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　一般機械工業

ＩＩＰウェイト
（10000分
表示）

生産指数
（季調済前月比　％）

利益率（％）
　　大手企業の業績

用語解説

ＩＩＰウェイト； ２０００年時点における全生産額に占める構成比を１００００分表示で示したもの。 出所：鉱工業指数（経済産業省）

生 産； 鉱工業の生産活動の水準を示す指標。この指数を観察することにより我が国の生産活動の動向等の把握が可能。生産指
数の英語名である”Index of Industrial Production” を略して「IIP」と呼んでいる。表中「季節済前月比」とは季節変動を調
整した上で、前月からの水準の伸び率を示す。出所：鉱工業生産指数（経済産業省）

利益率； 売上に占める経常利益率。直近の四半期毎の動きを表す。 出所：法人企業統計季報（財務省）

大手企業の業績； ２月期決算及び３月期決算の企業（一部１２月期決算の企業を含む）による集計値。 出所：日経ＮＥＥＤＳ

2



縦軸：季調済対前月比（％）、上段数値

横軸：構成比（％）、下段（ ）内数値

（参考）業種別生産の伸び率、構成比（参考）業種別生産の伸び率、構成比

▲6.0

▲4.0

▲2.0

0

2.0

4.0

6.0

（%）

一般機械
３．３
（１２．７）

【内訳】
自動車
２．１
（６．８）

鉄鋼
▲０．４
（４．４）

化学
（除．医薬品）
▲３．８
（８．４）

紙・パルプ
２．８
（３．２）

非鉄金属
３．１
（２．０）

窯業土石
１．３
（４．３）

情報通信機器・
電子部品・デバイス
２．６
（１６．２）

100(%)

輸送機械
３．８
（１２．３）

10.0 【内訳】
半導体製造
装置
８．９
（１．２）

【内訳】
石油化学
▲１０．６
（３．１）

【内訳】
半導体・
情報通信機器
２．５
（１１．２）

注）
一般機械＝半導体製造装置（灰色部分）、建設機械、工作機械製造業など
輸送機械＝自動車〔乗用車・バス・トラック〕（灰色部分）、２輪自動車、自動車部品製造業など
化学＝石油化学（灰色部分）、プラスチック、ゴム、化粧品製造業など（医薬品は速報値
非公表のためn.a.）など

情報通信機器・電子部品・デバイス＝半導体、情報通信機器〔携帯電話、ＴＶ、ＰＣなど〕
灰色部分）、電子部品製造業

金属製品＝鉄骨、アルミサッシ製造業など、電気機械＝エアコン、冷蔵庫製造業など
プラスチック製品＝プラスチック製機械部品製造業など
その他工業＝ゴム製品、皮革製品、家具製造業など
食料品たばこは速報値非公表のためn.a.と表記

金属製品
▲３．９
（５．７）

電気機械
▲６．４
（５．７）

精密機械
２．２
（０．８）

石油・石炭
製品
０．３
（０．８）

プラスチック
製品
▲０．１
（４．４）

食料品・
たばこ
n.a.
（７．８）

その他工業
２．１
（４．４）

医薬品
n.a.
（３．３）

平成１７年３月（速報）
製造工業平均伸び率
０．２
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（参考）製造業の日本経済に占める位置付け（ＧＤＰ、就業者数、輸出）

その他製造業 22.7%

精密機械 1.8%

輸送用機械 9.7%

電気機械 15.2%
一般機械 11.3%

金属製品 8.5%

一次金属 4.0%

窯業・土石製品 3.7%

石油・石炭商品 0.3%

化学 3.9%

パルプ・紙 2.5%

繊維 2.5%

食料品 13.9%

サービス業 38.1%

運輸・通信業 6.1%

不動産業 1.4%

金融・保険業 2.9%

卸売・小売業 17.8%

電気・ガス・水道業 0.6%

建設業 9.7%

製造業 17.4%

鉱業 0.1%
農林水産業 6.0%

産業別就業者数（２００３年） 製造業内訳（２００３年）

全産業：６１兆円（名目）

製造業：５２兆円（名目）

化学
8.6%
石油・石炭製品
0.6%

窯業・土石製品
1.3%

一次金属
6.1%

金属製品
1.2%

一般機械
14.4%

電気機械
30.2%

輸送用機械
27.6%

精密機械
3.7%

その他の製造業
4.1%

食料品
0.5%

繊維
1.3%
パルプ・紙
0.6%

製造業
85.9%

卸売・小売業
1.7%

金融・保険業
0.7%

運輸・通信業
5.8%

サービス業
5.7%

農林水産業
0.1%

鉱業
0.0%

食　料　品, 11.7%

繊　　　維, 0.9%

パルプ・紙, 2.7%

化　　　学, 8.8%

窯業・土石製品, 3.2%

一次金属, 6.6%

金属製品, 4.6%
一般機械, 9.4%

電気機械, 15.9%

精密機械, 1.5%

その他の製造業, 14.6%

輸送用機械, 13.3%

石油・石炭製品, 6.9%

製造業内訳（２００３年）

製造業内訳（２００３年）

産業別ＧＤＰ（２００３年）

輸出（２００３年）

農林水産業, 1.4%

鉱　　　業, 0.1%

電気・ガス・水道業,
3.0%

卸売・小売業, 14.2%

金融・保険業, 7.5%

サービス業, 22.4%

運輸・通信業, 6.9%

不動産業, 14.9%

建　設　業, 7.3%

製　造　業, 22.3%

日本の産業構造の変化（GDP）

26.6%

32.5%

72.2%

65.5%
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1.9%
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1993

第一次産業 第二次産業 第三次産業

【出所】国民経済計算（内閣府）、全産業に対する割合

（年）

日本の産業構造の変化（就業者数）
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【出所】国民経済計算（内閣府）、全産業に対する割合

生産（ＧＤＰ） 就業者数

ＧＤＰ：

４９７兆円（名目）

うち製造業：

１０４兆円（名目）

全産業：６，５２９万人

製造業：１，１５８万人

輸出
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①①鉄鋼鉄鋼
最近の業況最近の業況

１．生産 ３月の粗鋼生産は９６６万㌧（前年同月比＋０．７％）と小幅な増加。

２．輸出 ３月の輸出（全鉄鋼ベース）は（同▲０．９％）と引き続き減少したが４か月連続で減少幅を縮小。仕向け先別では中国、
台湾が引き続き減少したものの、最大の仕向先である韓国が１５か月ぶりに増加、米国も４か月連続で増加。

３．内需 ３月の普通鋼鋼材国内出荷（同＋０．２％）は微増ながら３か月連続の増加。２月の普通鋼鋼材受注をみると、船舶、
自動車等の好調により製造業向けは（同＋３．０％）と堅調に推移しているが、公共部門の低迷などから建設業向け
は（同▲４．１％） と６か月連続減少。

４．在庫 ３月の普通鋼鋼材国内在庫は５２９万㌧（同＋０．５％）と１５か月連続増加だが増加幅は縮小傾向。 在庫率は、
９８．５％で前月末から１９．０ポイント低下。昨年秋から続いている在庫調整は４～６月期中に完了の見込み。

輸出（全鉄鋼ベース）向け先別数量寄与度（前年同月比）
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②②非鉄金属（アルミ）非鉄金属（アルミ）
最近の業況最近の業況

１８年３月の板及び押出の出荷は、２０９，９５０トン（前年同月比０．７％ ）となり、１５ヶ月ぶり
にプラスとなった。

板類の出荷は、 自動車部材、電子通信装置、一般機械器具、卸・小売業者向け等が好調で、
建設も前月に引き続きプラスとなったことから、１２４，１２７トン（同１．９％ ）と、 １５ヶ月ぶり
にプラスとなった。

押出類の出荷は、６割以上を占める建設向けが前月のプラスからマイナスとなったことから、
８５，８２３トン（同▲１．０％ ）と、前月のプラスからマイナスへ転じた。

箔の出荷は、輸出が減少したが、主力のコンデンサー向けが引き続き好調で、食料品向け
もプラスとなったことから、１２，６３１トン（同７．８％ ）と３ヶ月連続でプラスとなった。

主要用途別出荷量推移
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②②非鉄金属（電線・ケーブル、光ファイバ）非鉄金属（電線・ケーブル、光ファイバ）
最近の業況最近の業況

（電線・ケーブル）

１．出荷 ３月の出荷は、建設・電販向け、通信向けが対前年比下回ったものの、他の分野が堅調に推移し
たことから７１．９千トン（前年同月比＋０．５％）と１２ヶ月連続でプラスに推移した。部門別には、自
動車向けが８．０千トン（＋８．４％）、電気機械向けが１９．０千トン（同＋３．７％）、電力向けが６．６
千トン（同＋０．５％）と、対前年比プラスを継続、一方、建設電販向けが３１．２千トン（同▲２．０％）と
１２ヶ月ぶりにマイナス、通信向けが１．６千トン（同▲１４．５％）とマイナスに転じた 。

２．輸出 ３月の輸出は、 ２．９千トン （前年同月比▲１７．１％）と４ヶ月ぶりのマイナスとなった。

（光ファイバ）

１．出荷 ２月の出荷は、ＦＴＴＨの進展等による需要増の動きが継続し、１，９８１千㎞C(前年同月比＋３１．
４％)と１０ヶ月連続でプラスに推移した。

２．輸出 ２月の輸出は、 ９６２千㎞C（前年同月比＋２１．９）と５ヶ月連続のプラスとなった。

電線・ケーブル出荷量
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③③化学（石油化学）化学（石油化学）
最近の業況最近の業況

１．生産 ３月のエチレン生産は定修プラントの増加により５６７千㌧（前年同月比▲１１．９％）と大幅な減少。（３社３プラントが定修）

２．輸出 ３月の汎用樹脂の輸出（同▲１．２％）は７か月ぶり減少。中国の引き合いが弱いことなどから高密度ポリエチレン、ポリプロ
ピレン、ポリスチレンがマイナス。一方、塩化ビニル樹脂は７か月連続の増加と好調。

３．内需 ３月の汎用樹脂の内需（同＋０．５％）は小幅ながら６か月ぶり増加。樹脂別ではポリプロピレンが引き続き工業部品、コン
テナ等が堅調で３月単月で過去最高の出荷となったほか、低密度ポリエチレン、高密度ポリエチレンもプラス。一方、ポリ
スチレンは食品トレーの軽量化や輸入の増加などから７か月連続減少、塩化ビニル樹脂も７か月連続減少と低調。

４．在庫 ３月の汎用樹脂の在庫（同＋８．６％）は１５か月連続増加だが、在庫水準は、今後定期修理が続く中で高密度ポリエチレン、
ポリプロピレンは適正水準に向かう見込みで、他の樹脂は若干高めの水準。

汎用樹脂輸出数量樹脂別寄与度(前年同月比)
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汎用樹脂内需数量樹脂別寄与度(前年同月比)
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③③化学（タイヤ）化学（タイヤ）
最近の業況

１．生産
平成１８年３月のタイヤ生産本数は、前年同月比＋０．６％と２ヶ月連続の増加。
・乗用車用タイヤは同＋０．４％、トラック・バス用タイヤは同＋３．４％、小型トラック用タイヤは同＋０．１％と全て増加。

２．輸出出荷
輸出出荷本数は、前年同月比＋２．３％と４ヶ月ぶりの増加。
・トラック・バス用タイヤは▲１．７％と減少したものの、乗用車用タイヤは＋３．３％、小型トラック用タイヤは＋０．８％と増加。

３．国内出荷（新車用＋市販用）
国内出荷本数は、前年同月比＋１．４％と６ヶ月連続の増加。
・小型トラック用タイヤは新車用・市販用がともに減少したことから▲１．９％と４ヶ月ぶりの減少となったものの、乗用車用タイヤ
は新車用が増加したことから＋１．４％と２ヶ月ぶりの増加、トラック・バス用タイヤは新車用・市販用ともに増加したことから＋１
５．４％と１０ヶ月連続の増加。

乗用車用タイヤの生産・輸出出荷の推移

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

0
5/
3
月

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

10
月

11
月

12
月

0
6/
1
月

2
月

3
月

折線グラフ（百万本）

-20%

-10%

0%

10%

20%

30%

40%

棒グラフ

生産本数の前年同月比増減 輸出出荷本数の前年同月比増減

生産本数 輸出出荷本数

トラック・バス用タイヤの生産・輸出出荷の推移

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

0
5
/
3
月

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

1
0
月

1
1
月

1
2
月

0
6
/
1
月

2
月

3
月

折線グラフ（百万本）

-15%

-10%

-5%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

棒グラフ

生産本数の前年同月比増減 輸出出荷本数の前年同月比増減

生産本数 輸出出荷本数

小型トラック用タイヤの生産・輸出出荷の推移

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

0
5
/
3
月

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

1
0
月

1
1
月

1
2
月

0
6
/
1
月

2
月

3
月

折線グラフ（百万本）

-20%

-10%

0%

10%

20%

30%

40%

棒グラフ

生産本数の前年同月比増減 輸出出荷本数の前年同月比増減

生産本数 輸出出荷本数

9



○２００６年２月状況

１．生産 ２月のｴﾝｼﾞﾆｱﾌﾟﾗｽﾁｯｸ生産についてはｴﾎﾟｷｼ（ＥＰ）は１８千㌧（前年同月比０．４％）、ﾎﾟﾘｶｰﾎﾞﾈｰﾄ（ＰＣ）は３５千㌧

（同２．２％）、ﾎﾟﾘｱﾐﾄﾞ（ＰＡ）は１９千㌧（同▲１４．９％）、ﾎﾟﾘﾌﾞﾁﾚﾝﾃﾚﾌﾀﾚｰﾄ（ＰＢＴ）は１５千㌧（同７．２％） 、変性ﾎﾟﾘﾌｪﾆ

ﾚﾝｴｰﾃﾙ（ＭＰＥ）は３千㌧ （同２６．７％）。 塗料の生産量は１５４千㌧（同▲０．２％）。界面活性剤の生産量は７９千㌧

（同▲３．０％）。

２．出荷 ２月の出荷はＥＰ１９千㌧（同１．６％）、ＰＣ３３千㌧（同２．０％）、ＰＡ２２千㌧（同０．５％）、ＰＢＴ１３千㌧

（同２３．４％）、ＭＰＥ５千㌧（同６．８％）。 塗料は１６１千㌧（同▲１．９％）。界面活性剤は６４千㌧ （同２．０％）。

３．輸出入 ２月のＥＰ輸出は６千㌧（同１８．６％）、輸入は１千㌧（同▲２９．９％）。 ＰＣ輸出は１８千㌧（同３．５％）、 輸入は７千㌧

（同▲３０．５％）。ＰＡ輸出は１０千㌧（同１９．１％）、輸入は１１千㌧（同３２．８％）、塗料の輸出は１０千㌧（同１４．２％）、

輸入は４千㌧（同１１．８％）。界面活性剤の輸出は１０千㌧ （同３３．０％）、 輸入は３千㌧（同▲１５．０％）。

４．在庫 ２月の在庫はＥＰ１７千㌧（同▲１１．６％）、ＰＣ５７千㌧（同７５．４％）、ＰＡ３５千㌧（同▲１１．４％）、ＰＢＴ１５千㌧

（同▲２５．６％）、 ＭＰＥ１０千㌧（同▲３．０％） 。 塗料は１１５千㌧（同２．５％）。界面活性剤は６８千㌧ （同▲３．０％）。

③③機能性化学品機能性化学品
最近の業況最近の業況

ｴﾝｼﾞﾆｱﾌﾟﾗｽﾁｯｸ（抜粋）生産量
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④④住宅・アルミサッシ住宅・アルミサッシ
最近の業況最近の業況

１．プレハブ住宅

○ 平成18年3月のプレハブ住宅着工数は10,675戸（前年同月比＋8.2%）。前年同月比は5ヶ月ぶりにプラス。

２．アルミサッシ

(1) 生産 平成18年2月のｱﾙﾐｻｯｼ生産量は19,164㌧（前年同月比▲3.4％）。ﾋﾞﾙ用は増加であるが、住宅用は減少。

(2) 在庫 平成18年2月のｱﾙﾐｻｯｼ在庫量は11,148㌧（同▲24.5％）。ﾋﾞﾙ用は増加傾向であるが、住宅用は減少傾向。

(3) 輸入 平成18年2月のｱﾙﾐｻｯｼ輸入量は4,323㌧（同58.5％）。ﾀｲ、中国からの輸入が増加傾向。

輸入量（アルミサッシ）
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⑤⑤ガラス・セメントガラス・セメント
最近の業況（ガラス）最近の業況（ガラス）

１．板ガラス 平成１８年２月の生産量は９,２６３千㎡（前年同月比▲１４．７％）と４か月連続前年を下回り、出荷
量は１１,４１３千㎡（同＋３．０％)と前年を３ヶ月ぶりに上回った。月末在庫は２３,１６７千㎡（同▲１．
８％）となった。

２．複層ガラス 平成１８年２月の生産量は９５２千㎡ （同＋３．７％）、出荷量は１,０５８千㎡(同＋６．３％）、月末在
庫は １３４千㎡（同＋４７．３％）といずれも増加した。

３．フラットパネルディスプレイ用基板ガラス 平成１８年２月の出荷量は、平成１５年１月を１とした場合２．７６。

板ガラスの生産･出荷･在庫数量推移
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⑤⑤ガラス・セメントガラス・セメント 最近の業況（セメント）最近の業況（セメント）

１．生産・販売 平成１８年３月の生産は、前年同月比▲０．１％の６，５０９千t。同年３月の国内販売は、 １割強を
占めるセメント製品向け（同▲３．１％） 、１割弱を占める土木向け（同▲２．０％）の減少はあるもの
の、 ７割強を占める生コン向け（同＋１．９％） の増加から、全体の販売は２ヶ月連続で前年同月を
上回り、＋０．４％の５，０４４千ｔ。

２．輸出 平成１８年３月の輸出は、中東（アラブ首長国、クウエート）向け（＋１１０．９％）、韓国向け（＋３６．
４％）増加はあるが、中国向け（▲３１．７％）、香港向け（▲６４．４％）など主要地域の減少から、▲７．
４％の１，０６２千t。

３．市況 平成１８年３月の普通ポルトランドセメントのバラ物の全国加重平均値は、前年同月比で２９円上昇
（＋０．３％）及び前月比で１円下落（▲０．０１％）の８，６６５円。

セメント生産量の推移
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⑥⑥一般機械（工作機械）一般機械（工作機械） 最近の業況最近の業況

（工作機械）

１．生産 ３月の金属工作機械の生産は内需が減少傾向にあることから、前年同月比▲４．９％と４０か月ぶり
の減少だが、水準は高い位置で推移。

２．受注 ３月の工作機械の受注額（確報）は１，２５１億円、２３か月連続で１，０００億円を超え、１９９０年好況
期（89/9-91/6の22か月連続）を抜いて最長期間を更新。前年同月比は＋５．２％となり、４２か月連
続の増加。内需は６７７億円と、２か月連続で６００億円を上回ったが、前年同月比は▲１．７％となり、
２か月連続の減少。全１１業種中、一般機械、電気機械など５業種の前年同月比が増加。外需は５７
５億円。５か月連続で５００億円を超え、同＋１４．７％となり７か月連続の増加。地域別では、欧州向
けの１４０億円（同▲０．３％）が２か月ぶりの減少も、アジア向けの２２３億円（同＋２７．８％）が２か
月ぶりに増加に転じ、北米向けも２００億円（同＋１３．３％）で４か月連続の増加と好調でメキシコが
昨年の１３倍の受注額を記録。その結果、２００５年度の受注額は１兆３８１２億円となり、１９９０年度
（１兆３９６５億円）に次ぐ史上２番目の受注額となった。

工　作　機　械　受　注　額　の　推　移
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⑥⑥一般機械（半導体製造装置）一般機械（半導体製造装置）

１．受注： ３月の半導体製造装置の受注額（日本製全装置：輸出含む）は、前年同月比＋１５．３％の１８４５億４７００万円となっ
た。前年同月比は７か月連続の増加で、受注額は１０か月連続で１０００億円を超える高水準。

２．販売： ３月の販売額は、前年同月比＋１４．２％の２３２９億６４００万円となった。前年同月比は３か月連続の増加で、販売
額は５か月連続で１０００億円を超えた。

３．仕向地別販売<対外秘>：国内向けの販売額は９７９億４１００万円（前年同月比＋２７．０％）、北米は１８４億６１００万円（同▲
８．６％）、欧州は９２億８７００万円（同▲３３．７％）、韓国は４０３億１５００万円（同＋２０．６％）、台湾は４６９億６２００
万円（同＋７．９％）、中国は８４億３５００万円（同＋４８．２％）、その他の地域は１１５億６３００万円（同＋１５．５％）。

４．ＢＢレシオ：生産の先行きを示すＢＢレシオ（３か月移動平均：受注高／販売高）は、３月は２月（1.14）から0.15下降し、0.99と６
か月ぶりに1.00をわずかに下回る。ただし、これは例年の傾向で、年度末の３月には販売高が大きく計上されるため。

半導体製造装置販売額推移
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⑥⑥一般機械（ロボット産業）一般機械（ロボット産業）
最近の業況

16

最近の業況

１．受注 ３月の受注額は、４８４億円と、８ヶ月連続でプラス成長となった（前年同月比＋５．２％、＋２４．０億円 ）。

引き続き高水準の実績であるが、４月以降は前年に比べ弱含み傾向の見通し。

２．生産 ３月の生産額は、５７４億円と、１４ヶ月連続でプラス成長（同＋１２．２％、＋６２．３億円）。’05年の年間実績
(会員＋非会員)は前年比+8.6%の約6,400億円となる見込み。’06年は前年比+1.6%の約6,500億円となる見通し。

３．内需 ３月の国内出荷額は、２６２億円と、３ヶ月ぶりにプラス成長（同＋９．９％、＋２３．５億円） 。電子・電機産業

向けは９９億円（同＋１５．８％）。自動車産業向けは１００億円（同＋５．６％）。年度末のため高い実績となった

が４月以降も前年実績を上回る見通しは厳しい。

４．輸出 ３月の輸出額は、３４６億円と、１４ヶ月連続でプラス成長（同＋８．３％、＋２６．５億円）。地域別では米国向け

が５１億円（同▲４．４％）、ＥＵ向けが４１億円（同＋１８．９％）、アジア向けが２４３億円（同＋６．８％）うち中国

向けが１６１億円（同＋７８．０％）。電子部品実装用の仕向先の７割が中国となっている。

３月ロボット輸出内訳 単位：億円

電子電機産業向け 4.4 -41.3% 14.5 76.0% 195.5 73.2% 152.6 93.8% 4.9 66.8% 219.3 66.8%
自動車産業向け 22.1 -11.3% 9.5 -28.2% 11.6 10.4% 2.1 -17.7% 4.3 2831.7% 47.4 -2.8%
その他（一般機械等） 24.6 16.7% 16.7 30.9% 35.6 -65.8% 6.7 -29.3% 2.1 83.7% 79.0 -43.2%
全体 51.0 -4.4% 40.7 18.9% 242.7 6.8% 161.3 78.0% 11.3 166.0% 345.7 8.3%

米　国 E　U
その他

(墨、豪、加、伯等) 全　体アジア 中　国

出典：（社）日本ロボット工業会統計

＜受注額，生産額の推移（前年同月比）＞
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⑥⑥一般機械（建設機械）一般機械（建設機械） 最近の業況最近の業況

１．生産 ３月の土木建設機械の生産は、前年同月比＋１８．１％と４３か月連続の増加、内外需ともに高水準
で推移。

２．出荷 ３月の建設機械の出荷額は、２，１５６億円。前年同月比＋１３．７％と４２か月連続の増加。

内需（８０７億円・＋３．９％）は、油圧ショベル、建設用クレーン、コンクリート機械など計６機種が増
加となり、１８か月連続で増加となった。

外需（１，３４９億円・＋２０．４％）は、トラクタ、油圧ショベル、ミニショベルなど計５機種が増加となり、
４８か月連続で増加となった。

また地域別では、北米（４４７億円・＋３２．９％）が３６か月連続、欧州（１９６億円・＋２６．９％）が４か
月連続、中近東（含エジプト）（１１２億円・＋７７．６％）が１０か月連続で増加するなど、アジア（中国
除く） （１０９億円・－２５．６％）、中国（５６億円・－１３．３％）及びアフリカ（３０億円・－０．７％）を除く
全９地域中６地域で増加。

その結果、２００５年度出荷額としては、総合計１兆９２０７億円、前年度比＋１６．２％で４年連続の
増加となり、内需（７５７５億円・＋７．８％）が３年連続、外需（１兆１６３１億円・＋２２．４％）が５年連
続の増加となった。

建設機械出荷額内外需別寄与度(前年同月比)
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⑥⑥一般機械（ベアリング）一般機械（ベアリング）
最近の業況最近の業況

１．受注 ２月の受注額は、５３６億円（対前年同月比＋３．５％）となり、自動車向けが国内外ともに堅調だったことなどから、
対前年同月比が４か月連続でプラスとなった。内訳は、内需が３８７億円（同＋３．７％）、外需が１４８億円（同＋３．
２％）。内需の内訳は、自動車が２３７億円（同＋６．４％）、一般機械が７９億円（同▲２．３％）、電気機械１４億円
（同＋９．４％）。

２．生産 ２月の生産額は、５７２億円（対前年同月比＋８．５％）となり、対前年同月比が２５か月連続でプラスとなった。

３．輸出 ３月の輸出額は、２７５億円（対前年同月比＋１３．２％）となり、対前年同月比が２２か月連続でプラスとなった。内
訳は、アメリカ向けが４６億円（同＋１１．４％）、ＥＵ向けが５９億円（同＋７．８％）、ＡＳＥＡＮ向けが４１億円（同▲１．
０％）、中国向けが３４億円（同＋１７．０％）。

軸受完成品受注額

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10
月
11
月
12
月
20
05
年
1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10
月
11
月
12
月
20
06
年
1月 2月

（単位：百万円）

-10.0

-5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

（単位：％）

前年同月比（合計） 受注額合計 国内受注額 海外受注額

自動車 一般機械 電機機械

【出典：内閣府機械受注統計】

46,091

61,454

53,563

軸受完成品生産額

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10
月

11
月

12
月
20
05
年
1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10
月

11
月

12
月
20
06
年
1月 2月

【出典：経済省生産動態統計】

（単位：百万円）

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

（単位：％）

前年同月比 生産額

57,246

軸受完成品輸出額

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10
月
11
月

12
月
20
05
年
1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10
月

11
月

12
月
20
06
年
1月 2月 3月

【出典：財務省貿易統計】

-5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

前年同月比 輸出額

（単位：百万円） （単位：％）
27,469

18



⑦⑦ＩＴ関連（電子部品・デバイス）ＩＴ関連（電子部品・デバイス）
最近の業況最近の業況

１．生産 ３月の生産は、半導体（前年同月比＋23.2%）は、モス型半導体集積回路（メモリ）等が増加したことに
より、７か月連続の増加。また、電子部品（同＋23.7%）は、アクティブ型液晶素子（中・小型）等の増加
により、１０か月連続の増加。電子部品・デバイス全体（同＋23.7%）では８か月連続の増加。

２．在庫 ３月の在庫は、半導体（前年同月比＋24.4%）は４か月連続の増加、電子部品（同▲4.5%）は５か月連
続の減少、電子部品・デバイス全体（同＋16.1%）では３か月連続の増加。

※上記半導体、半導体素子、集積回路、半導体部品の指数を加重平均して作成。

電子部品の生産・在庫の推移
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⑦⑦ＩＴ関連（情報通信機械）ＩＴ関連（情報通信機械）
最近の業況最近の業況

１．生産 ３月のパソコン（前年同月比＋6.1%）は、４月に夏モデルの投入を控えており３か月ぶりの増加。携帯
電話（同＋20.7%）は、新機種の生産があり６か月連続の増加。また、デジタルカメラ（同＋6.5%）も、出
荷好調で４か月連続の増加。

２．需要 ・４月３週（4月10日から4月16日）のパソコンの販売は、台数ベースでは前年同週比▲9.9％と２週ぶ
りの減少。金額ベースでも同▲11.9％と２週ぶりのマイナス成長。

・２月の移動電話（携帯、自動車電話、ＰＨＳ）の国内出荷台数は、前年同月比＋16.0％と６か月連続
の増加。３Ｇ（第３世代携帯端末）出荷台数は初めて４００万台を超え、３Ｇ出荷比率も３か月連続で
80％を突破。台数、比率とも過去最高を記録。

・３月のデジタルカメラの出荷台数（前年同月比＋21.5%）は、１３か月連続の増加。国内向けは前年
同月比＋12.8％と３か月連続の二桁増、総輸出台数も同＋23.1％と二桁増で１３か月連続の増加。
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⑧⑧素形材製品素形材製品／／金型金型
最近の業況最近の業況

（素形材製品）

生産 ２月の素形材製品の生産額は、金属プレス加工、銑鉄鋳物、鍛工品などすべての項目が増加したた
め、前年同月比11.00%増となった。（鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計月報）

（金型）

１．生産 ２月の金型の生産額は、ガラス用、ゴム用が減少したものの、プレス用、ダイカスト用等が増加した
ため、前年同月比23.3％増となった。（機械統計月報）

２．輸出 ２月の金型の輸出額は、プレス用、プラスチック・ゴム用などすべての項目が増加したため、前年同
月比16.1％増となった。（貿易統計）

銑鉄鋳物2.3 精密鋳造▲0.01 鍛工品
2.4
非鉄金属鋳物・ﾀﾞｲｶｽﾄ0.3
金属ﾌﾟﾚｽ加工品2.2 粉末冶金 0.9

素形材製品生産額製品別寄与度（前年同月比）
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出典：鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計月報（経済産業省）

ﾌﾟﾚｽ用▲4.2
ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ・ｺﾞﾑ用▲1.7
その他▲0.2

金型輸出額用途別寄与度（前年同月比）
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ﾌﾟﾚｽ用▲3.0 鍛造用0.6
鋳物用▲0.3 ﾀﾞｲｶｽﾄ用2.8
ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ用4.0 ｶﾞﾗｽ用
▲0.01
粉末冶金用0.1 ｺﾞﾑ0.2

金型生産額用途別寄与度（前年同月比）
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⑨⑨輸送機械（自動車）輸送機械（自動車）
最近最近の業況の業況

１．生産 平成１８年３月の自動車の国内生産は、前年同月比＋５．４％と５か月連続の増加。車種別では、普
通、小型乗用車とも輸出向けで増加し、軽乗用車も新型車効果で３か月ぶりの増加、乗用車全体で
は５か月連続の増加。一方トラックは、３か月連続の減少。２００５年度は前年度比＋２．６％と４年連
続増加。

２．輸出 平成１８年３月の自動車輸出台数は、前年同月比＋１９．８％と今年１月から二桁増が続いており、８
か月連続の増加。アジア向けが２１か月連続の減少も、欧州向けが３か月連続の増加、北米向けも
１４か月連続の増加と好調で、中近東向けも好調。２００５年度は前年度比＋５．６％と４年連続増加。

３．内需 平成１８年４月の国内新車販売（台数）は、前年同月比▲３．２％と４か月ぶりの減少。車種別では、
乗用車は、軽乗用車が４か月連続で増加したものの、普通乗用車が１０か月連続の減少、前年同月
に二桁増を記録した小型乗用車も二桁減と、乗用車全体では同▲５．０％と４か月ぶりの減少。トラッ
クは、普通トラックが大幅増加したこともあり、トラック全体では同＋４．５％と２か月ぶりの増加。

国内販売 車種別寄与度の推移
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出所：日本自動車販売協会連合会、全国軽自動車協会連合会

普通乗用車 小型乗用車 軽乗用車
トラック・バス 国内販売計

前年同月比（％） 普通乗用車 ：▲  8.5％
小型乗用車 ：▲12.2％
軽乗用車　  ：＋  7.8％
トラック・バス：＋  4.3％

輸出 仕向地別寄与度の推移
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出所：日本自動車工業会

北米 欧州
アジア その他
自動車（輸出台数）

前年同月比（％） 合　計 ：＋19.8％
北　米 ：＋31.8％
欧　州 ：＋ 4.2％
アジア ：▲ 4.3％

国内生産 車種別寄与度の推移
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出所：日本自動車工業会

普通乗用車 小型乗用車 軽乗用車

トラック・バス 国内計

前年同月比（％）
普通乗用車 ：＋10.2％
小型乗用車 ：＋  7.8％
軽乗用車　  ：＋  6.2％
トラック・バス：▲10.7％
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⑩ 航 空 機 産 業

最近の業況

１．生産 航空機生産は、防需で１２６億円増加、民需で１２５億円増加し、前年同月比＋２６％（２００６年２月）。
９６１億円（防：６８０億円 民：２８１億円） → １２１２億円（防：８０６億円 民：４０６億円） ＋２５１億円（防：＋１２６億円 民：＋１２５億円）

２．受注 主要４社の受注動向は、前年同月比－２．５％（２００６年３月）。 （２７５６億円→２６８６億円（－７０億円））

３．輸出 前年同月比＋６０％（２００６年２月）。（１９３億円→３０８億円（＋１１５億円））

４．民需・防需比率 防需生産額８０６億円、民需生産額４０６億円で防需比率６７％ （２００６年２月）。
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生産額・輸出額・従業員数の推移（年次）

注：輸出額は日本貿易月報より、ＳＪＡＣ選定航空機関連品目を集計

（出典：経済省生産動態統計調査、財務省貿易統計調査）

生産額・輸出額・主要４社受注額の推移（月次）

■：民需生産額　■：防需生産額

□：輸出額　　　　－：従業員数

■：民需生産額

■：防需生産額

□：輸出額

：生産額

前年同月比

：輸出額

前年同月比

：受注額

前年同月比
（主要４社）

2001年 2002年 2003年 2004年 2005年（出典：機械統計年報、化学工業統計年報、日本貿易月表）
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⑪⑪繊維繊維
最近最近の業況の業況

１．生産 ３月は、 ほとんどの品目で前年同月比マイナスとなり、繊維工業全体では前年同月比▲６．２％減と、引き続き減少傾向にある。

２．販売 ３月の百貨店衣料品販売額は、前年同月比３．６％増、スーパーでは同▲２．５％減となった。

３．輸出 ２月は、繊維製品全体では、数量で前年同月比▲１．３％減、金額で同４．０％増となった。

４．輸入 ２月は、繊維製品全体では、数量で前年同月比▲８．６％減、金額で同３．０％増となった。

生産の推移（数量）
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輸出入の推移（金額）
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大型小売店衣料品販売額（金額）
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在庫の推移（糸）
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在庫の推移（織物）
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⑫⑫紙・パルプ紙・パルプ 25
2005年紙・板紙の販売額：2兆6,669億円（紙：板紙＝4：1）
2005年紙・板紙の生産量： 3,095万トン （紙：板紙＝3：2）
（出典：紙・パルプ統計）最近の業況最近の業況

２月、紙・板紙ともに、景気回復を背景に、商業向け印刷用紙等の増加により需要が堅調に推移。

１．生産 ２月は紙・板紙合わせて、前年同月比＋０．８％の増加。紙は、同＋１．０％の増加。板紙は、同＋０．４％の
増加。

２．輸入 ２月は紙・板紙合わせて、前年同月比▲１７．５％の減少。紙は、▲２２．７減少。

３．内需 ２月は紙・板紙合わせて、前年同月比２．１％の増加。紙は、新聞用紙がトリノ冬季オリンピック報道の影響
もあり、１．５６％増加。板紙は、加工食品向けを中心に、薬品、化粧品、電気・機械、通販・宅配などが好
調で２．９％増加。

４．在庫 ２月は紙・板紙合わせて、前年同月比＋１．３６％の増加。紙は、同＋４．３６％の増加。板紙は、同▲６．０
１％の減少。

(内需＝
出荷+輸入-輸出)

出典：紙パルプ統計、財務省通関統計紙 ・ 板紙
（単位：千トン）

2004年 2005年 2006年
 紙・板紙

（前年比） （前年同期比） （前年同期比） （前年同期比） （前年同期比） （前年同期比） （前年同期比） （前年同期比） （前年同期比） （前年同月比） （前年同期比） （前年同期比）

　生産 30,891 1.4% 7,584 2.0% 7,684 0.3% 7,716 2.8% 7,907 0.7% 30,951 0.2% 7,567 ▲ 0.2% 7,778 1.2% 7,682 ▲ 0.4% 7,924 0.2% 2,499 1.7% 2,426 0.8%
　出荷 30,832 1.4% 7,553 1.7% 7,607 0.9% 7,745 1.8% 7,927 1.2% 30,856 0.1% 7,533 ▲ 0.3% 7,627 0.3% 7,693 ▲ 0.7% 8,004 1.0% 2,413 1.7% 2,484 3.0%
 輸出 1,439 8.5% 363 13.7% 386 13.3% 351 5.4% 339 1.7% 1,240 ▲ 13.8% 316 ▲ 13.0% 320 ▲ 17.2% 299 ▲ 15.0% 306 ▲ 9.7% 82 ▲ 12.1% 104 ▲ 3.5%
　輸入 1,961 7.1% 459 1.4% 483 ▲ 1.7% 506 19.9% 512 10.5% 1,754 ▲ 10.6% 452 ▲ 1.5% 463 ▲ 4.0% 424 ▲ 16.2% 414 ▲ 19.3% 133 ▲ 12.0% 122 ▲ 17.5%
　内需 31,354 1.4% 7,649 1.2% 7,704 0.2% 7,900 2.6% 8,101 1.7% 31,370 0.1% 7,669 0.3% 7,770 0.87% 7,819 ▲ 1.03% 8,112 0.13% 2,464 1.4% 2,502 2.1%

２月1月1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月

紙
（単位：千トン）

2004年 2005年 2006年
　　 紙

（前年比） （前年同期比） （前年同期比） （前年同期比） （前年同期比） （前年同期比） （前年同期比） （前年同期比） （前年同期比） （前年同月比） （前年同期比） （前年同期比）

　生産 18,788 2.1% 4,643 2.3% 4,641 0.04% 4,708 4.5% 4,796 1.8% 18,900 0.6% 4,685 0.9% 4,731 1.9% 4,690 ▲ 0.4% 4,794 ▲ 0.04% 1,582 2.8% 1,495 1.0%
　出荷 18,756 2.4% 4,671 2.1% 4,586 1.5% 4,717 4.1% 4,782 1.8% 18,800 0.23% 4,670 ▲ 0.02% 4,614 0.6% 4,688 ▲ 0.6% 4,828 1.0% 1,514 2.5% 1,540 3.2%
 輸出 1,210 12.4% 305 19.3% 326 17.3% 294 8.5% 284 4.8% 1,056 ▲ 12.7% 267 ▲ 12.5% 273 ▲ 16.1% 257 ▲ 12.6% 258 ▲ 9.3% 70 ▲ 11.7% 87 ▲ 4.4%
　輸入 1,624 4.2% 378 ▲ 3.5% 396 ▲ 6.7% 415 16.2% 436 12.9% 1,438 ▲ 11.4% 375 ▲ 0.9% 381 ▲ 3.9% 337 ▲ 18.6% 346 ▲ 20.6% 108 ▲ 13.2% 96 ▲ 22.7%
　内需 19,171 2.0% 4,743 0.7% 4,656 ▲ 0.2% 4,837 4.8% 4,934 2.6% 19,183 0.1% 4,777 0.7% 4,722 1.4% 4,768 ▲ 1.4% 4,916 ▲ 0.4% 1,552 2.00% 1,550 1.56%

10-12月7-9月4-6月10-12月7-9月4-6月1-3月 1-3月 2月1月

板 紙
（単位：千トン）

2004年 2005年 2006年
　　板紙

（前年比） （前年同期比） （前年同期比） （前年同期比） （前年同期比） （前年同期比） （前年同期比） （前年同期比） （前年同期比） （前年同月比） （前年同期比） （前年同期比）

　生産 12,103 0.4% 2,940 1.5% 3,043 0.7% 3,008 0.2% 3,112 ▲ 0.9% 12,051 ▲ 0.4% 2,882 ▲ 2.0% 3,047 0.1% 2,992 ▲ 0.5% 3,130 0.6% 917 ▲ 0.3% 931 0.4%
　出荷 12,076 ▲ 0.1% 2,882 1.1% 3,022 0.1% 3,027 ▲ 1.6% 3,145 0.3% 12,056 ▲ 0.2% 2,863 ▲ 0.7% 3,013 ▲ 0.3% 3,005 ▲ 0.7% 3,176 1.0% 899 0.4% 943 2.7%
 輸出 230 ▲ 8.4% 57 ▲ 9.1% 60 ▲ 4.5% 57 ▲ 8.3% 55 ▲ 11.7% 185 ▲ 19.6% 48 ▲ 15.8% 47 ▲ 22.7% 41 ▲ 27.6% 48 ▲ 11.9% 12 ▲ 14.3% 17 1.9%
　輸入 336 24.2% 81 33.4% 86 30.1% 92 39.9% 77 ▲ 1.2% 315 ▲ 6.3% 78 ▲ 4.3% 83 ▲ 4.3% 87 ▲ 5.5% 68 ▲ 11.4% 25 ▲ 6.3% 26 9.8%
　内需 12,183 0.6% 2,906 2.0% 3,048 0.8% 3,062 ▲ 0.6% 3,167 0.5% 12,187 0.04% 2,892 ▲ 0.5% 3,049 0.03% 3,051 ▲ 0.38% 3,195 0.90% 912 0.4% 953 2.9%

10-12月7-9月1-3月 4-6月10-12月7-9月1-3月 4-6月 ２月1月



ⅡⅡ．我が国経済の現状．我が国経済の現状

企業を取り巻く収益環境は改善しており、今後も堅調な設備投資と生産が見込まれる。

○鉱工業生産指数(３月速報、季調済前月比)
・+０.２％(３ヶ月ぶりの上昇)

○業況感(日銀短観06年３月調査、業況判断ＤＩ(前回調査との変化幅))
・大企業 製造業 (▲１)、非製造業 (＋１)
・中小企業製造業 ( ０)、非製造業 (▲２)

○２００５年度本決算見直し(東証一部上場2,3月決算企業1,119社)
・371社が過去最高益。
・化学、電気機器、卸売業・小売業に過去最高益企業が多い。

外需を取巻く環境は引続き良好。ただし原油価格の動向とその海外経済への影響に注意。
○貿易収支(06年３月)
・貿易収支＋９,７８１億円(黒字額前年同月比は15ヶ月連続減少)
輸出：米国向け自動車、アジア向け電子部品が好調｡輸入:原油、天然ガスが増加｡

○米国成長率(05年10-12月期、前期比、実質)
・年率＋１.７％。(17期連続プラス成長、前期＋4.1％から減速)

○中国成長率(05年10-12月期、前年同期比、実質)
・年率＋９.９％。(10期連続9％超を維持)

○原油価格(ＷＴＩ) (4月21日75.17ドル)
・原油価格は27日終値で70.97ドル｡
イラン情勢等を背景に、4/21(金)に年初来最高値を更新後、低下傾向で推移。

外外 需需
各種物価指数を総合的に勘案すると、依然としてデフレは継続。
○消費者物価指数(３月、前年同月比、除く生鮮)
・＋０.５％(５ヶ月連続プラス)(2月＋0.5％)(ガソリン、灯油代の上昇が主に寄与)
○ＧＤＰデフレーター(05年10-12月期)
・▲１.６％(７年半連続マイナス)

物物 価価

企企 業業

雇用環境は厳しさが残るものの、着実に改善が続いている。
雇用環境の改善を背景に、家計消費が緩やかに回復している。
○家計調査(３月､全世帯消費支出、前年同月比)
・実質▲２.１％(３ヶ月連続減) 名目▲１.９％(３ヶ月連続減) 

○商業販売統計(３月、前年同月比)
・小売業売上高+１.０％(２ヶ月連続増) (軽自動車の新型車効果等)

○労働力調査(３月、季調値)
・完全失業率４.１％(前月４.１％) ・有効求人倍率１.０１倍(前月1.04倍)
(若年失業率9.8%(前年同月10.3%)例年3月は卒業時期のため､高い数字となる)

家計家計・労働・労働

○中小企業景況調査(全国19,000社対象、06年1-3月期)： 中小企業の業況は改善している。全産業DI（前期に比べ「改善した」－「悪化した」：％）：▲１９．３。
引き続きマイナス圏内であるものの、マイナス幅３期連続縮小。
改善業種：印刷、金属製品など11業種。 悪化業種：鉄鋼・非鉄金属、パルプ・紙・紙加工品、一般機械。
改善地域：鳥取県、山形県、岐阜県など38都道府県 悪化地域：長野県、山梨県、山口県など。（和歌山県では10-12月期と比較して+0.8と若干改善）。

○景気ウォッチャー調査 (06年3月)：現状判断ＤＩ（５０を超えれば改善）：５７．３、(11ヶ月連続50超)
地域別では、関東、東海、近畿、中国、九州は１１ヶ月以上連続５０超。北海道は５ヶ月連続、北陸は３ヶ月連続、四国、沖縄は２ヶ月連続の５０超。
○地域経済報告(日本銀行06年4月)：前回(1月調査)と比べ、北陸、関東甲信越、東海、近畿の４地域で上方修正。その他５地域でも前回上方修正した判断を維持。

地域・中小企業地域・中小企業

・景気は、回復している。（月例経済報告）
企業部門の好調さが家計部門に波及しており､国内民間需要に支えられた景気回復が続くと見込まれる｡一方､原油価格の動向が内外経済に与える影響には留意する必要がある。

・四半期ＧＤＰ成長率(17年１０-１２月期)：実質+１.４％(前期比年率+5.5％)４期連続プラス成長。名目+０.９％(前期比年率+3.5％)２期ぶりのプラス成長。

マクロ経済の現状マクロ経済の現状

○株価、再び１７,０００円割れ (4月28日東証終値 16,924円)(4月21日 17,404円)
・3月30日に17,000円突破(00年8月以来)後､4月24日に▲489円下げ､17,000円割れ。
○長期金利、足下では１.９％台に上昇(4月28日 1.920％)(4月21日 1.910％)
・量的緩和政策解除以降0.4％程度上昇｡4月20日に一時2.00％台に｡(99年8月以来)
○為替、足下では円高傾向で推移 (4月28日 114.15円)(4月21日 117.12円)
・昨年12月中旬まで円安傾向(12月5日 121.27円)。その反動で昨年末から円高が
続いた(1月13日113.87円)後、円安傾向で推移してきたが､今週に入り円が続伸。

マーケットマーケット

26



１．生産（ＧＤＰ）１．生産（ＧＤＰ）

○ＧＤＰの推移

05年10-12月期（2次速報値）の実質GDP成長率は、季節調整済前期比+1.3%（年率+5.4%）と4期連続のプラスとなっ
た。名目GDP成長率は、同+0.8%（年率+3.4%）と2期ぶりのプラスとなった。

○景況感の推移

日銀短観（3月調査）では、足下の業況判断（良い－悪い）は、全規模・全産業で+5と横ばい。大企業・非製造業が
+18と+1ポイントの改善、中小企業・製造業が+7と横ばい、大企業・製造業が+20と▲1ポイント、中小企業・非製造業
が▲9と▲2ポイントの若干の悪化となった。大企業・製造業については、市場の事前予測水準（23.1）を下回る結果
となった。先行きについては、大企業・中小企業、製造業・非製造業、全ての規模で改善を見込んでおり、景気回復
のすそ野が広がっている。

　季節調整済伸び率（前期比；％） 経済財政諮問会議見通し
１５年 １６年 １７年 17/7-9 17/10-12 17年度 18年度
(2003) (2004) (2005) (2005年7-9) (2005年10-12) (見込み) (見通し)

実質ＧＤＰ +1.8 +2.3 +2.7 +0.3 +1.3 (年率＋5.4) +2.7 +1.9
　民間消費 +0.6 +1.9 +2.2 +0.4 +0.9 +1.9 +1.6
　住宅投資 ▲ 0.9 +1.9 ▲ 0.7 +1.6 +2.1 ▲ 0.7 +0.4
　設備投資 +5.9 +4.9 +7.8 +1.8 +0.4 +7.7 +5.0
　政府消費 +2.3 +2.0 +1.7 +0.4 +0.3 +1.7 +0.6
　公共投資 ▲ 10.8 ▲ 8.6 ▲ 6.0 +0.4 ▲ 2.7 ▲ 3.4 ▲ 6.2
　外需寄与度 +0.6 +0.8 +0.2 +0.0 +0.6 +0.2 +0.4

名目ＧＤＰ +0.2 +1.1 +1.4 ▲ 0.0 +0.8 (年率＋3.4) +1.6 +2.0
デフレータ ▲ 1.6 ▲ 1.2 ▲ 1.3 ▲ 1.3 ▲ 1.6 ▲ 1.1 +0.1
消費者物価 ▲ 0.3 +0.0 ▲ 0.3 ▲ 0.1 +0.2 ▲ 0.1 +0.5
経常利益 ▲ 0.6 +12.6 +27.7 +6.6 +11.1 18.4 +20.7
失業率 +5.3 +4.7 +4.4 +4.2 +4.3 4.3%程度 +4.1%程度

注）消費者物価と経常利益は前年同期比

業況判断D.I.（全産業）
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【資料】企業短期経済観測調査(日銀) 
（注１）シャドー部分は、景気後退局面
（注２）０４年３月調査から集計規模基準が「常用雇用者数」から「資本金」へと変更になる等調査対象企業が見直さ
れているため、以前と連続していない。
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 ＋7
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業況判断D.I.
（「良い」－「悪い」）

見通し

3月調査
実績値新方式

旧方式
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２．設備投資２．設備投資

○０５年度も増加が見込まれる設備投資

・ 設備投資（法人企業統計季報（2005年10-12月期））は、全産業で+9.5%（前年同期比）と11四半期連続 のプラスと

なった（ソフトウェアを除く季節調整済前期比では▲0.4%と4四半期ぶりの減少）。

・ 日銀短観によれば、05年度の設備投資実績見込みは全規模・全産業で前年度比+10.6%、12月調査から+1.3%と
上方修正となった。06年度の設備投資計画は、全規模・全産業で同▲1.3%となった。大企業・全産業では同+2.7%、
中小企業・全産業では同▲16.1%となった。今後全体的に上方修正されていく可能性が高い（05年3月調査では大
企業・全産業は同1.0%、中小企業・全産業は同▲16.5%）。大企業・非製造業は同+1.6%と90年度以来の伸び、中堅
企業・非製造業は同▲1.4%と過去最高の伸びとなった。設備投資の回復が、非製造業に波及しており、中堅・中小
企業への広がりも見られる。

設備投資の推移（前年同月比）
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【出所】法人企業統計季報（財務省）

大企業
＋１２．９％

中小企業
＋０．０％

合計
＋９．５％

（％）

設備投資額（含む土地投資額）（注） (前年度比・％) (前年同期比・％)

2005年度 2006年度 2006/上期 2006/下期

（計画） 修正率 (計画) 修正率 （計画） 修正率 (計画) 修正率

  製造業 16.9 -0.3 4.8 ―     14.1 ―     -2.7 ―     

  大 企 業   非製造業 7.0 -0.1 1.6 ―     8.8 ―     -4.0 ―     

  全産業 10.3 -0.2 2.7 ―     10.7 ―     -3.5 ―     

  製造業 20.0 3.0 -7.4 ―     8.8 ―     -21.3 ―     

  中堅企業   非製造業 11.4 4.2 1.3 ―     14.9 ―     -9.3 ―     

  全産業 14.0 3.8 -1.4 ―     12.9 ―     -12.9 ―     

  製造業 7.6 2.3 -14.8 ―     -6.6 ―     -22.4 ―     

  中小企業   非製造業 8.9 5.7 -16.6 ―     -9.9 ―     -23.3 ―     

  全産業 8.6 4.8 -16.1 ―     -9.1 ―     -23.0 ―     

  製造業 16.0 0.5 0.1 ―     10.1 ―     -8.2 ―     

  全規模合計   非製造業 8.1 1.7 -1.9 ―     5.8 ―     -8.3 ―     

  全産業 10.6 1.3 -1.3 ―     7.3 ―     -8.3 ―     

　　（注）ソフトウェア投資額は含まない。
【資料】企業短期経済観測調査(日銀) 
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３．雇用３．雇用
○失業率・有効求人倍率～厳しさが残るものの改善が続く
• ３月の完全失業率（季節調整値）は４．１％で前月と変わらず。男女別では、男性４．３％（２月４．５％）、
女性３．９％（同 ３．６％）となった。

• 完全失業者数は前年同月差で▲２４万人（前年同月比▲７．７％）の２８９万人に減少。前年同月比では４ヶ月連
続の減少となった。

• 就業者数は前年同月差で４８万人の増加（前年同月比＋０．８％）と、１１ヶ月連続の増加となった。産業別に見
ると、製造業、サービス業、医療・福祉が前月に引き続き増加。建設業等が減少。

• 若年層（15～24歳）の失業率（原数値）は９．８％と依然として高い水準にあるものの、緩やかな改善傾向にある。
• 有効求人倍率（季節調整値）は１．０１倍（前月比▲０．０３）と４ヶ月ぶりに減少。

完全失業率と有効求人倍率の推移
(季節調整値)
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【出所】労働力調査(総務省、４月２８日)、一般職業紹介状況（厚生労働省、４月２８日）

０６年３月
失業率　　　　  　　４．１％
有効求人倍率  １．０1倍
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【出所】　一般職業紹介状況(厚生労働省、４月２８日)
（注）シャドー部分は景気後退期。
※２００４年６月以降は、改訂後の日本標準産業分類による比較数値のため、それ以前のデータと時系列接続しない。

０６年３月
全体 　 前年同月比　　 ＋ ２．３％
製造業 前年同月比     ＋ １．１％

新規求人数前年比（パート除く）
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